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平成２５年度第６回震災復興推進本部会議提案 審議・報告・その他 

              提 出 日：平成２５年９月２日 

              担当部・課：北上総合支所 

① 件  名 

 

北上地域の拠点となるまちづくりの基本構想について 

 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

 

【背景】 

北上地域では、総合支所などの公益的施設などが集中し、地域の中心的な役割を担ってきた月浜

地区が、大津波による甚大な被害を受け、その機能を失った。また、被災前から、人口減少による

高齢化の進展、限界集落などの問題が懸念されていた。 

 

【目的】 

住まいの高台移転を主軸に、北上地域の拠点として復興の加速化と活性化が図られるよう、総合

支所や統合小学校などの公共公益施設をにっこりサンパーク周辺に集約し、地域の復興のけん引役

となる新たな拠点づくりを目指す。 

 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

 

【根拠法令】 

・防災のための集団移転促進事業に係る国の財政上の特別措置等に関する法律 

・公立学校施設災害復旧費国庫負担法 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】  

〔石巻市震災復興基本計画〕 

  第２章 復興の基本的な考え方 

   ５ 土地利用の考え方 

    （２）沿岸・半島部の土地利用 

  第３章 施策の展開 

   施策大綱１ みんなで築く災害に強いまちづくり 

    ３ 減災まちづくりの推進 

     （１）都市基盤の復旧・復興 

   施策大綱２ 市民の不安を解消し、これまでの暮らしを取り戻す 

    ４ 各種公共施設の復旧と復興 

     （１）行政庁舎の復旧整備 

     （２）消防施設等の復旧・再編 

  第４章 地区別整備方針 

   ３ 総合支所エリア 

     （３）北上エリア復興整備方針 

 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

  

  北上地区まちづくり委員会が北上総合支所と連携し、述べ７回（うち分科会３回）に及ぶ委員会

を開催し、検討してきた。平成２５年３月１４日に同委員会から市長に対し、にっこりサンパーク

を新たな拠点とするまちづくりの提案書が提出され、これを参考に計画の策定作業を進め、平成２

５年８月２０日にまちづくり委員会に対して最終的な案を示し、同日承認を得た。 

 

 

 

資 料 ２ 
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⑤ 主な内容 

 

にっこりサンパーク周辺に、住宅地、総合支所（公民館）、消防署出張所、駐在所、小学校、保育

所、福祉施設（放課後児童クラブ）といった施設を集約し、住まいと一体となった新たな拠点とし

て整備を図る。 

 

⑥実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

 

【影響・効果】 

  にっこりサンパーク周辺には北上中学校などの公益施設が既に立地し、今後実施される防災集団

移転促進事業による新たな住宅団地の造成と相まって、新たなコミュニティーが形成されようとし

ている。当該地周辺に総合支所や新たな統合小学校、保育所といった公共公益施設を建設し、住ま

いに重点を置いた新たな北上地域の拠点として、発展と成熟を図る。 

【事業費】 

 ・用地・造成費                   ２７億３千万円（概算） 

 ・施設整備費（小学校、総合支所等 ※復興住宅建設事業費は含まない。） 

                          ２２億３千万円（概算） 

  合計                       ４９億６千万円（概算） 

【財源措置】 

 ・復興交付金（防災集団移転促進事業等の基幹事業及び効果促進事業） 

 ３１億４千万円（概算） 

 ・災害復旧事業費                  １６億９千万円（概算） 

 ・過疎対策事業債                     ９千万円（概算） 

 ・市単独費                        ４千万円（概算） 

  合計                       ４９億６千万円（概算） 

 

⑦他の自治体の政策との比較検討 

 

 

⑧今後の予定及び施行予定年月日 

 

・平成２５年１０月 第８回復興交付金申請（調査測量費、本工事費） 

 ・平成２６年 １月 住宅団地の造成工事着手（平成２７年度末完成） 

 ・平成２８年 上 期 総合支所などの建物完成 

  

⑨その他 

 

  復興交付金の基幹事業である防災集団移転促進事業に加えて、効果促進事業を併用し、低平地の

盛土や区画道路などの基盤整備や、建物などの施設整備を実現する。また、災害復旧事業の活用が

可能な施設は、これを優先する。 

 

 


